
項番 項目 観点 結果 改善を求める留意事項等

1

体系的か
つ効果的
な教育研
修プログ
ラムの開
発

実社会に則した課題発見・解
決型の学習や、最先端理論等
に関する学習等を組み合わせ
た教育プログラムと、その実
施に必要な質の高い研修プロ
グラムが実施されているか。

B

2
連携体制
の構築

産学が共同して人材育成を推
進するコンソーシアムが効果
的に機能するよう、代表校を
中心として連携校や企業等と
の定期的な対話の場を設ける
など連携体制や事業の運営体
制・マネジメント体制が構築
されているか。

B

3

社会の
ニーズに
応える工
夫

社会の要請に応えることが可
能となる工夫 がなされている
か。また、働きながら研修プ
ログラムを受講することがで
きるよう工夫 がなされている
か。

B

4

自己評
価・外部
評価体制
の構築

研修プログラムの受講者やそ
の修了者による授業を受けた
学生のアンケートの活用等に
よる自己評価の体制が構築さ
れているか。また、連携校以
外の大学等や産業界等の有識
者などの第三者による外部評
価を行う体制が構築されてい
るか。自己評価と外部評価の
結果を反映して改善を行う具
体的な仕組みが構築されてい
るか。

B

5
補助期間
終了後の
取組

補助期間終了後も発展的かつ
継続的な活動を行う計画の実
現に向けて、予定どおり実施
しているか。

B

6

運営拠点
の取組
※運営拠
点のみ

運営拠点として、各中核拠点
との連携・取りまとめを適切
に実施しているか。

B

　十分な受講者の確保や高い満足度の獲得、多様なステークホルダーとの連携体制の構築、実務家教員フェアの実施など、おおむ
ね当初の計画に沿って進捗している。
　また、令和元年度の取組選定時の委員会コメントや令和３年度の仮中間評価における留意事項等にもおおむね的確に対応してい
るが、さらに充実した取組とするため、以下の点に留意しつつ進めていただきたい。

持続的な産学共同人材育成システム構築事業
事業委員会による中間評価結果について（案）

東北大学【中核拠点・運営拠点】

【評価結果・留意事項等】

取組名称：創造と変革を先導する産学循環型人材育成システム

【中核拠点】
○十分な受講者が確保され、また修了率も目標を上回っており、受講満足
度も高い点は評価できる。一方で、既存の教員とは異なるイノベーターを
養成しようと企図されたプログラムの内容について、何が達成され、何が
課題となっているのかが不明確であるため、その点を分析し、課題につい
ては、必要な策を講じるとともに、本教育プログラムで実現されたものに
ついては、わかりやすく社会に示すなど工夫されたい。

○自己評価の一環として実施した研修プログラムの受講者アンケートにつ
いて、「コンテンツのわかりやすさ」の肯定的回答率が低下していること
から、課題を分析し、必要な策を講じること。

○運営委員会を定期的に開催するなど、多様なステークホルダーとの連携
体制が構築されいていることは評価できるが、コンソーシアムの継続的な
実施に向けて、コンソーシアム参加企業からの受講者の派遣方策の検討や
本コンソーシアム参加の利点を明確にするなど、より一層の工夫が期待さ
れる。

○オンラインでのプログラム実施など社会人である受講者が受講しやすく
なる柔軟な工夫が行われているが、実習などで実際に教える機会の確保
や、受講生へのフォローアップなど対面での授業と差が出やすい部分につ
いては配慮、工夫されたい。

【運営拠点】
○各中核拠点における取組の成果をとりまとめ、他の中核拠点などにも共
有するなど、各中核拠点との一層の連携強化を図りつつ、当該成果や実務
家教員の認知の向上を図るため、大学等をはじめ、社会に対する情報発信
に努めること。

○人材エージェントについて、JREC-INと連携した上で、どのような形で実
務家教員と大学等のマッチングを実現していくのか、採用側である大学等
に対し、本事業で養成した「実務家教員」を採用するような働きかけなど
の取組も必要と思料されるので、検討すること。

○昨年度から運用を開始したマッチングサイトについては、研修プログラ
ムの修了者など一定の登録者を確保しているものの、大学等とのマッチン
グ実績がなかったことから、その原因について分析した上で、JREC-INとの
連携対応方策を検討すること。

○４大学等の開発したプログラムの標準化に関して、プログラムの横展開
を図る上で、それぞれのプログラムのレベルのばらつきが小さくなるよ
う、その活用に当たってのノウハウや留意事項などのとりまとめや共有、
展開が行われることが望ましい。

○令和３年度までの実績のうち目標に達していない指標があることから、
来年度の目標については、実績を踏まえ、改めて検討、設定すること。
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項番 項目 観点 結果 改善を求める留意事項等

1

体系的かつ
効果的な教
育研修プロ
グラムの開
発

実社会に則した課題発
見・解決型の学習や、
最先端理論等に関する
学習等を組み合わせた
教育プログラムと、そ
の実施に必要な質の高
い研修プログラムが実
施されているか。

C

2
連携体制の
構築

産学が共同して人材育
成を推進するコンソー
シアムが効果的に機能
するよう、代表校を中
心として連携校や企業
等との定期的な対話の
場を設けるなど連携体
制や事業の運営体制・
マネジメント体制が構
築されているか。

B

3
社会のニー
ズに応える
工夫

社会の要請に応えるこ
とが可能となる工夫 が
なされているか。ま
た、働きながら研修プ
ログラムを受講するこ
とができるよう工夫 が
なされているか。

B

4
自己評価・
外部評価体
制の構築

研修プログラムの受講
者やその修了者による
授業を受けた学生のア
ンケートの活用等によ
る自己評価の体制が構
築されているか。ま
た、連携校以外の大学
等や産業界等の有識者
などの第三者による外
部評価を行う体制が構
築されているか。自己
評価と外部評価の結果
を反映して改善を行う
具体的な仕組みが構築
されているか。

B

5
補助期間終
了後の取組

補助期間終了後も発展
的かつ継続的な活動を
行う計画の実現に向け
て、予定どおり実施し
ているか。

B

持続的な産学共同人材育成システム構築事業
事業委員会による中間評価結果について（案）

名古屋市立大学【中核拠点】

　「実務領域診断カルテ」を活用した受講生へのフィードバック、キャリア開発支援指導や受講料徴収による安定的運
営に向けた取り組みを開始するなど、おおむね当初の計画に沿って進捗している。
　また、令和元年度の取組選定時の委員会コメントや令和３年度の仮中間評価における留意事項等にもおおむね的確に
対応しているが、さらに充実した取組とするため、以下の点に留意しつつ進めていただきたい。

【評価結果・留意事項等】

取組名称：PBLと多職種連携を活用した進化型実務家教員養成プログラム(TEEP: Training for Emerging Educators
and Practitioners)構築事業

○ＰＢＬ演習に関する内容の強化や「実務領域診断カルテ」の運用な
どの改善は見られるが、開発された専門コースのうち、減災・医療
コースとスポーツ実務コースの受講者の実績がないため、その確保の
ための方策を検討すること。

○各コースは代表校、連携校がそれぞれ主体的に取り組んでいるが、
受講者の実績がないコースを担当している連携校に対する働きかけの
実施や各機関共通での取組の強化などは代表校がリーダーシップをと
り改善を図ることが期待される。また、「実務領域診断カルテ」につ
いては、運営拠点と連携しその活用について、他の中核拠点などへの
共有、展開を検討することが望まれる。

○スポーツ実務コースについて、当初トップアスリートの育成者を
ターゲットとしていたが、学校から地域への部活動指導者の移行を踏
まえ、ターゲットを拡張したことは評価できるが、そもそもの目的と
していたトップアスリートの育成者を教育することの重要性、必要性
を踏まえつつ、受講者のターゲットの拡張だけでなく、選択と集中に
ついても検討されたい。

○評価体制は構築されており、内部評価および外部評価による改善に
取り組んでいるが、事業の実施における実態に即したより適切な評価
がなされるよう検討されたい。
（例えば、「プログラムの実施」のスコアは高いが、専門コースのい
くつかは受講者の実績がない、など。）

○補助期間終了後について、名古屋市との連携だけでなく、継続的に
事業実施できる具体的な方策を検討すること。また、安定的な運営に
向け授業料を徴収することは評価できるが、給付金制度の申請等、受
講者の負担軽減につながるような工夫も検討されたい。

○令和３年度までの実績のうち目標に達していない指標があることか
ら、来年度の目標については、実績を踏まえ、改めて検討、設定する
こと。



項番 項目 観点 結果 改善を求める留意事項等

1

体系的か
つ効果的
な教育研
修プログ
ラムの開
発

実社会に則した課題発見・解
決型の学習や、最先端理論等
に関する学習等を組み合わせ
た教育プログラムと、その実
施に必要な質の高い研修プロ
グラムが実施されているか。

B

2
連携体制
の構築

産学が共同して人材育成を推
進するコンソーシアムが効果
的に機能するよう、代表校を
中心として連携校や企業等と
の定期的な対話の場を設ける
など連携体制や事業の運営体
制・マネジメント体制が構築
されているか。

B

3

社会の
ニーズに
応える工
夫

社会の要請に応えることが可
能となる工夫 がなされている
か。また、働きながら研修プ
ログラムを受講することがで
きるよう工夫 がなされている
か。

B

4

自己評
価・外部
評価体制
の構築

研修プログラムの受講者やそ
の修了者による授業を受けた
学生のアンケートの活用等に
よる自己評価の体制が構築さ
れているか。また、連携校以
外の大学等や産業界等の有識
者などの第三者による外部評
価を行う体制が構築されてい
るか。自己評価と外部評価の
結果を反映して改善を行う具
体的な仕組みが構築されてい
るか。

A

5
補助期間
終了後の
取組

補助期間終了後も発展的かつ
継続的な活動を行う計画の実
現に向けて、予定どおり実施
しているか。

B

【評価結果・留意事項等】

取組名称：実務家教員ＣＯＥプロジェクト

オンライン教授法の新設など時代のニーズを踏まえたカリキュラムの改善や、高い受講者満足度の獲得、他大学への横
展開など、おおむね当初の計画に沿って進捗している。
　また、令和元年度の取組選定時の委員会コメントや令和３年度の仮中間評価における留意事項等にもおおむね的確に対
応しているが、さらに充実した取組とするため、以下の点に留意しつつ進めていただきたい。

持続的な産学共同人材育成システム構築事業
事業委員会による中間評価結果について（案）

社会構想大学院大学【中核拠点】

○外部評価委員会の評価結果をコンソーシアムに開示するなど、
透明性の高い仕組みにしていることは評価できる。

○カリキュラムの改善や受講者の満足度等の向上は見られるもの
の、受講者数・修了者数ともに前年度実績値・目標値を下回って
いるため、質の高い受講者の確保に関して、具体的な改善方策を
検討すること。

○受講者の派遣を積極的に希望する企業が出現したことは意義が
ある。実務家教員が大学と企業を継続的に循環して学ぶための仕
組みや企業とのより一層の連携強化策について、引き続き、検討
を深めていただきたい。

○受講者を受け入れる際、ミスマッチ防止などの観点から、書面
選考だけでなくオンライン面接を実施するといった選考過程の改
善の工夫が見られたことは評価できるが、修了生の質保証の観点
から、評価ルーブリックの導入、満足度調査の実施だけでなく、
個人認証制度をより実効性のある取組となるよう、引き続き検討
すること。

○令和３年度までの実績のうち目標に達していない指標があるこ
とから、来年度の目標については、実績を踏まえ、改めて検討、
設定すること。

○令和３年度実績が令和２年度の実績よりも数値が減少している
指標については、その原因について分析した上で対応策を検討
し、その内容を来年度の事業計画に盛り込むこと。

○修了者を実務家教員として受け入れた機関から、当該者に関す
るフィードバックを受け、その内容を反映させる等によりプログ
ラムの改善を図ることが望まれる。



項番 項目 観点 結果 改善を求める留意事項等

1

体系的かつ
効果的な教
育研修プロ
グラムの開
発

実社会に則した課題発見・解
決型の学習や、最先端理論等
に関する学習等を組み合わせ
た教育プログラムと、その実
施に必要な質の高い研修プロ
グラムが実施されているか。
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2
連携体制の
構築

産学が共同して人材育成を推
進するコンソーシアムが効果
的に機能するよう、代表校を
中心として連携校や企業等と
の定期的な対話の場を設ける
など連携体制や事業の運営体
制・マネジメント体制が構築
されているか。

A

3
社会のニー
ズに応える
工夫

社会の要請に応えることが可
能となる工夫 がなされている
か。また、働きながら研修プ
ログラムを受講することがで
きるよう工夫 がなされている
か。

B

4
自己評価・
外部評価体
制の構築

研修プログラムの受講者やそ
の修了者による授業を受けた
学生のアンケートの活用等に
よる自己評価の体制が構築さ
れているか。また、連携校以
外の大学等や産業界等の有識
者などの第三者による外部評
価を行う体制が構築されてい
るか。自己評価と外部評価の
結果を反映して改善を行う具
体的な仕組みが構築されてい
るか。

B

5
補助期間終
了後の取組

補助期間終了後も発展的かつ
継続的な活動を行う計画の実
現に向けて、予定どおり実施
しているか。

B

持続的な産学共同人材育成システム構築事
業事業委員会による中間評価結果について

舞鶴工業高等専門学校【中核拠点】

【評価結果・留意事項等】

取組名称：：KOSEN 型産学共同インフラメンテナンス人材育成システムの構築

インフラメンテナンスに関わる内容だけではなく、教育能力開発に関わる内容も充実しているプログラムの開発や、その
実証講座の実施、コンソーシアムへの新たな機関の参画など、おおむね当初の計画に沿って進捗している。
　また、令和元年度の取組選定時の委員会コメントや令和３年度の仮中間評価における留意事項等にもおおむね的確に対応
しているが、さらに充実した取組とするため、以下の点に留意しつつ進めていただきたい。

○実務家評価委員会を設置し「専門教士」の認定審査をするな
ど、自己評価・外部評価を実施し、その結果に基づく改善を行う
サイクルが構築されており、今後の継続的な発展が見込まれる制
度と文化が醸成されている点は評価できる。

○REIM産学連携コンソーシアムについては、新たな参画機関が増
えるなど、産学連携の優れたモデルになる取組として評価でき
る。

○目標を上回る修了者を輩出し、改善を図りながら順調にプログ
ラムを実施している。また、プログラムの充実度、受講者の満足
度、修了率は把握しているが、当該人材に求められる資質・能力
の中での、受講者の強みや弱みが可視化できるような工夫も検討
されたい。

○インフラメンテナンスの充実は、政府や地方自治体にとっても
意義あることであることから、より一層の産官学の連携強化が望
まれる。そのような観点からも、設立の準備を進めている「一般
財団法人高専インフラメンテナンス人材育成推進機構」（仮称）
がより実効性のある取組となることが期待される。

○働きながら学ぶ実務家のニーズにあわせたプログラムになるよ
う継続的な改善が見られる。社会のニーズに応えるためには、そ
のニーズを把握しなければならないため、「実務家教員育成研修
プログラム」の修了評価における社会人・企業等のニーズ抽出は
評価できる。今後、「リカレント教育プログラム」についても、
受講者からのフィードバックの仕組みを導入するといった工夫も
検討されたい。

○修了者を実務家教員として受け入れた機関から、当該者に関す
るフィードバックを受け、その内容を反映させる等によりプログ
ラムの改善を図ることが望まれる。
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